
労働者分（保険料率） 健康保険 50.15（愛知）／1000、49.55（東京）／1000、介護保険 7.95／1000    

厚生年金保険 91.5／1000    雇用保険 5.5／1000（建設業 6.5／1000）  

             
 
  

  

 
まだ暑い日が続きます。体調にお気をつけてお過ごしください。        
7 日 白露，9 日重陽, 15 日 敬老の日，23 日 秋分の日，26 日 弊所休業日，満月は８日 

1. September 改正情報  

① 7 月に提出された社会保険算定基礎届に基づいて、9 月からは新たに定時決定

された標準報酬月額を使用することになります。新しい標準報酬月額に基づいた 

保険料徴収は、9 月分（10 月納付分）からです。標準報酬等級が変更となった方  

のみ、保険料が変更になります。また、７月・８月・９月の月額変更者はそちらが

優先されます。 

② 全都道府県で 1,000 円超えに！ 

令和 7 年度の地域別最低賃金額改定に 

向けた目安を、厚生労働省の中央最低賃

金審議会が答申として取りまとめました。答申によると、全国平均は

1,118 円と、前年度から 63 円アップ。引き上げ幅は過去最大。愛知県は

1,077 円から 1,140 円となる予定。このあと各都道府県の審議会で検討

し確定すれば 10 月からですが、※愛知は 10/18 に効力発生予定、東京

は 10/3、秋田県が 2026 年 3 月と遅い発効予定など一部の県では来年に

なるところも。＜裏面ご参照＞この時給で 160 時間/月と計算しますと、愛知県で、182,400 円に！東京都は、 

なんと 196,160 円になります。正社員の最低賃金割れに注意が必要です。 

 

 

2. 名言名句  

 
3.法改正等ワンポイント 令和７年９月より、マイナ保険証がスマホで使用できることに 
 

★使用するにはマイナンバーカードの健康保険証利用登録が必要です。 

 

 ＜他には＞ 

マイナンバーカードを

スマホに入れることによ

り、マイナポータルへの

ログインも簡単にできる

ようになります。 

 

マイナポータルで年金

定期便と連携をしておけ

ば、将来の年金額の試算

もスマホで可能になりま

す。 
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4. 統計・情報  ※三重県、岐阜県他一部の道県では更に上乗せ見込みあり（右表参照）     

 

 

 

① 厚生労働省が発表した調査結果によると、2024 年度の男性の育児休業取得率は 40.5%（前年度比 10.4 ポイ

ント増）となり、過去最高を更新した。事業所規模別では、従業員 100 人以上の事業所では取得率が 50％を超

え大きく伸びたが、99 人以下の小規模の事業所では 40％を下回り、伸び悩んだ。産後パパ育休の取得状況も初

めて公表され、取得率は 24.5％だった。（7/30） 

② 厚生労働省は、労災申請の手続きをオンラインで完結できるようにする。現在も e-Gov で電子申請が可能とな

っているが、診断書を紙でしか送れないケースがあるなど、利用が広がっていない。2026 年度までにシステムを

構築し、早ければ 27 年度にも一部の機能をスタートする。（8/6） 

③ 政府は、トラック運転手の長時間労働抑制に向けた計画作成を 2026 年４月から義務化すると決めた。配送拠

点で順番を待つ「荷待ち」や、荷物を積み降ろす「荷役」の時間を短縮し、負担軽減につなげる。扱う荷物の総重

量が年間９万トン以上の荷主、保有トラック台数 150 台以上の運送業者、保管量 70 万トン以上の倉庫業者な

ど、全国計 3,000 社超が対象。計画には予約システム導入など具体策を盛り込み、実施状況を国に定期報告する

ことも義務となる。違反は是正勧告、命令の対象となるほか、最大 100 万円の罰金が科される。（8/6） 

     

OITOMA、トリケシ、ガーディアン、EXIT、モームリ、辞めるんです、わたし NEXT、SARABA、ニコイチ、

retry・・・退職代行サービスの会社の「それっぽい
・ ・ ・ ・ ・

名前」です。年々利用者が増加しています。（2023 年 6 月

以降の 1 年間で退職者の 16.6％が退職代行会社を利用「マイナビ調査」）最近は、代行のみの会社に加えて、  

弁護士事務所が参入してきています。当然ながら、手続き代行に加えて、オプションとして「有休、賃金、退職金、

残業未払いやパワハラ・セクハラ問題など労働問題」まで依頼者の要望に応じて業務を行います。 

通常の代行会社は、手続きのみですので、弁護士と同じような対応をすると「弁護士資格を持たない者が、報酬

を得る目的で法律事務を行うということで、弁護士法 72 条違反」となります。ただ、弁護士ではなく、労働組合

が運営しているところもあり、「依頼者は組合員と登録される」ことで労働組合として法的問題にも対応するよう

です。 

時代は、どんどん変化してきているとを感じます。退職代行を使うのは、まだ良いのかもしれません、「連絡も 

なしで出社しなくなる、連絡がつかなくなる」ケースも増えています。また、退職の意思表示が、退職届ではなく、

「上司にメール一本」というケースもあります。これは育った環境やしつけの問題が原因では？との見方もありま

すが、昔と違って社会における人づきあいが希薄化し、ビジネス習慣・マナーの根幹も崩れてきているからなのだ

とも。社会生活の上で、使命や責任感を持つという感覚が欠如した人やＳＮＳ上で誹謗中傷を繰り返す人は、  

「相手がどう思うかとかは全く関係なし」、これは、社会が作り出したモンスターなのかもしれません。（S）                                            
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